
令和７年度 奈良県未利用食品活用促進事業補助金 募集要項 

 

 

１．事業の目的  

食品関連事業者、家庭等から発生する食品ロス削減を促進するため、フードバンク活動を

行う団体に対し、フードバンク活動の体制づくり並びに食品の受入及び譲渡体制の強化を目

的として、フードバンク活動の推進に向けた事業に要する経費を補助する。 

 

 

２．内容 

（１）補助金対象事業者 

   次に掲げる要件を全て満たすもの 

① 県内でフードバンク活動を行っている者であること。 

② 主たる事務所を県内に有していること。 

③ 公益社団法人、公益財団法人、一般社団法人、一般財団法人、特定非営利活動法人、 

消費生活協同組合、農業協同組合、社会福祉法人又はフードバンク活動を主たる活動

とする任意団体のいずれかであること。 

※「フードバンク活動を主たる活動とする任意団体」とは、次に掲げる要件をすべ

て満たすもの 

・主たる事務所の定めがあること。 

・代表者の定めがあること。 

・団体の活動がフードバンク活動を主とすることが分かる組織規約等があること。 

・年度ごとに事業計画書及び収支報告書を作成していること。 

・特定の政治的又は宗教的活動をする団体でないこと。 

 

（２）補助対象事業 

１ フードバンク活動の体制づくり 

食品寄附等に関する官民協議会において取りまとめられた「食品寄附ガイドライン

～食品寄附の信頼性向上に向けて～」（令和６年12月25日公表。以下「ガイドライ

ン」という。）に則った活動体制に必要な物品の購入やボランティアの募集を行

う。 

２ 食品の受入及び譲渡体制の強化 

フードバンク活動における食品の受入及び譲渡を拡充する。 

   ※各事業における事業区分、補助対象経費、補助率、補助上限、実施要件等の詳細につ

いては、下記別表のとおり。 

 

（３）1団体あたりの補助上限額 



  ５００，０００円 

 

（４）実績報告書の提出期限 

  令和８年３月６日（金）１７時まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【別表】 

  （注意）交付決定日より前に執行した経費については全て補助対象外です。 



３．事業の流れ 

（１）スキーム 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）スケジュール 

項目 実施者 時期 内容 

補助金交付申請 事業者 令和７年３月２６日１７時まで 県へ交付申請書類を提出。 

申請書類の審査 県 随時 交付申請書類を審査。 

補助金交付決定 県 令和７年４月 事業者へ交付決定通知を送付。 

補助事業の着手 事業者 交付決定日以降 交付決定日以降に事業を開始。 

実績報告 事業者 事業完了後速やかに 

（事業の完了の日から起算して

１５日を経過した日又は令和８

年３月６日１７時まで） 

県へ実績報告書類を提出。 

実績報告書の審査 県 書面：提出後速やかに 

現地調査：日程調整の上 

（令和８年３月２５日まで） 

書面および現地調査にて、補助

事業の実績を審査。 

補助金の額の確定 県 現地調査から半月程度 補助金の額の確定を行い、事業

者へ通知。 

補助金の請求 事業者 通知後速やかに 県へ補助金請求書を提出。 

支払い 県 現地調査から１か月程度 事業者へ補助金を清算払い。 

 

県 

補
助
対
象
事
業
者 

① 募集 

② 補助金交付申請（交付申請書類の提出） 

③ 審査・交付決定通知 

④ 実績報告 

⑤ 実績報告書の審査（書面審査及び現地調査） 

⑥ 補助金の額の確定通知 

⑦ 補助金請求書の提出 

⑧ 支払い 

～ 補助対象事業者による事業実施 ～ 



４．交付申請 

（１）提出書類 

奈良県未利用食品活用促進事業補助金交付要綱に定める様式のうち、 

   ・奈良県未利用食品活用促進事業補助金交付申請書（第１号様式） 

 ・事業計画書（第２号様式） 

  ・収支予算書（第３号様式） 

  ・誓約書（第４号様式）（補助金の交付を受けようとする者がフードバンク活動を主たる

活動とする任意団体である場合のみ） 

  ・各様式に必要な添付書類 

 

（２）提出方法（メール） 

 奈良県 食農部 豊かな食と農の振興課 企画係 

   housyokunou@office.pref.nara.lg.jp 

 

（３）提出期限 

令和７年３月２６日（水）１７時まで 

 （注意）上記期限までに提出された書類をもって審査となる。実施する事業計画の内容や、

かかる経費についての確認が必要な場合は、期限より前に相談すること。 

 

（４）その他 

  申請書類の記入例及びＱ＆Ａを参考にすること。 

 

 

５． 交付決定 

  県は交付申請書類を審査の上、交付決定通知を送付する。事業者は、交付決定日以降に事

業を開始すること。 

 

 

６．事業実施にあたっての留意事項 

（１）奈良県未利用食品活用促進事業補助金交付要綱（以下、「交付要綱」という。）の内容

について、遵守すること。 

（２）事業計画に沿った事業実施を行うこと。事業を実施する中で実施する内容が計画の範

囲内か疑問が生じた場合は、随時県へ相談すること。 

（３）事業計画の内容に変更が生じた場合は、交付要綱に従って、速やかに計画の変更承認

申請を行うこと。なお、下記の事項に限っては、軽微な変更として、計画の変更承認申

請の必要はない。 

  ① 事業計画書（第２号様式）における事業の目的及び事業の内容以外の変更 

  ② 収支予算書（第３号様式）の事業区分における補助対象経費の合計の３０％未満の減

少 
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（４）事業終了後は、事業の完了の日から起算して１５日を経過した日又は令和８年３月６

日（金）１７時までに、速やかに交付要綱に従って実績報告を行うこと。なお、実績報

告にあたっては、各経費の内容が確認できる書類（領収書、請求書、会議報告書の写し

等）及び事業の成果がわかる資料(作成したチラシや資料等)の添付が必要であるため、

保管に留意すること。 

 （５）補助事業者は、補助金に係る経理についての収支の事実を明確にした証拠書類を整理 

し、かつ、これらの書類を補助事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存

すること。 

 （６）本事業の実施については、令和 7 年度予算の成立を前提としており、予算成立状況に

より、事業を実施しない場合があります。なお、この場合においても、本事業の申請に

要した費用を請求することはできません。 

 

 

９．問い合わせ先 

奈良県 食農部 豊かな食と農の振興課 企画係 

〒６３０－８５０１ 奈良市登大路町３０番地 

 ＴＥＬ：０７４２－２７－５４２４  

 メールアドレス：housyokunou@office.pref.nara.lg.jp 

 （月）～（金） ９時００分～１７時００分 
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